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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第146期

第１四半期
連結累計期間

第147期

第１四半期
連結累計期間

第146期

会計期間
自 平成23年４月１日

至 平成23年６月30日

自 平成24年４月１日

至 平成24年６月30日

自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日

売上高 （百万円） 60,359 62,099 247,307

経常利益 （百万円） 8,409 5,702 28,583

四半期純利益又は当期純損失
（△）

（百万円） 6,085 4,107 △35,657

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 10,689 1,649 △45,852

純資産額 （百万円） 331,285 266,349 264,381

総資産額 （百万円） 486,905 522,525 523,322

１株当たり四半期純利益金額又は
当期純損失金額（△）

（円） 18.64 12.58 △109.21

潜在株式調整後１株当たり四半
期（当期）純利益金額

（円） 18.61 12.56 －

自己資本比率 （％） 64.5 49.0 48.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社及び国内連結子会社では、従来、主として出荷基準により収益を認識しておりましたが、当第１四半期連結

会計期間より、契約条件等に基づき着荷日等に収益を認識する方法に変更したため、当該会計方針の変更を反

映した遡及修正後の数値を記載しております。

４．第146期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。

　
２ 【事業の内容】

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

  当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

  当第１四半期連結累計期間における世界経済は、欧州での財政・金融不安の長期化に伴う景気の低迷、中国などの新

興国経済の伸び悩みなど、景気の減速感が広がりました。また、緩やかに持ち直していた日本経済も先行きについては、

為替円高、電力供給懸念、エコカー補助金の終了に伴う政策効果の息切れも懸念され、非常に不透明な状況です。

  当社グループにおきましては、セラミックス事業において、自動車関連製品で日本・米国市場での自動車販売が好調

だったことから、触媒用セラミックス担体（ハニセラム・大型ハニセラム）やコージェライト製ディーゼル・パティ

キュレート・フィルター（ＤＰＦ）の需要が増加いたしました。エレクトロニクス事業においては、円高影響に加えて、

市況の悪化や競合品の拡大等により主要製品の需要が総じて減少いたしました。電力関連事業においては、がいしで国

内及び中国市場における需要が引続き低迷しているほか、電力貯蔵用ＮＡＳ電池も昨年の火災事故を受けて、当第１四

半期連結累計期間まで操業中断を継続いたしました。

  当第１四半期連結累計期間の売上高は、エレクトロニクス事業と電力関連事業で減収となったものの、自動車関連製

品を中心としたセラミックス事業の増収により、前年同期比2.9％増の620億99百万円となりました。利益面では、為替円

高や電力関連事業及びエレクトロニクス事業での需要の減少に加えて、増収となったセラミックス事業においても自動

車関連製品の生産能力増強に伴う償却費や新拠点立上げ費用等の先行負担により僅かな増益に留まったことから、営業

利益は前年同期比13.3％減の74億20百万円、経常利益は同32.2％減の57億２百万円、四半期純利益は、同32.5％減の41億

７百万円となりました。

  セグメント別には、電力関連事業では売上高は前年同期比5.6％減の136億49百万円、営業損益は14億94百万円の営業

損失（前年同期は13億48百万円の営業損失）、セラミックス事業では売上高は同17.4％増の348億94百万円、営業利益は

同3.5％増の78億50百万円、エレクトロニクス事業では売上高は同16.1％減の136億３百万円、営業利益は同53.7％減の

10億64百万円となりました。

　
（2）財政状態の分析

  当第１四半期連結会計期間末の総資産合計は5,225億25百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億97百万円減少い

たしました。これは、たな卸資産や有形固定資産が増加した一方で、投資有価証券や受取手形及び売掛金が減少したこと

などによるものであります。

  負債合計は2,561億76百万円となり、前連結会計年度末に比べ27億64百万円減少いたしました。これは海外グループ会

社の長期借入金が増加した一方で、未払法人税等、ＮＡＳ電池安全対策引当金などが減少したことによるものでありま

す。

  また純資産合計は、その他有価証券評価差額金が減少したものの、利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に

比べ19億67百万円増加し2,663億49百万円となりました。

　
（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　
（4）研究開発活動

  当第１四半期連結累計期間の当社グループ全体の研究開発費は25億44百万円であり、この中には当社グループ外部か

らの受託研究にかかわる費用１億66百万円が含まれております。なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グルー

プの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　
　
（注）前年同期（前期末）比の分析は、会計方針の変更を反映した遡及処理後の数値で行っております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数 (株)

普通株式 735,030,000

計 735,030,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数 (株)
(平成24年６月30日)

提出日現在発行数 (株)
(平成24年８月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 337,560,196 337,560,196
東京証券取引所
名古屋証券取引所
各市場第一部

単元株式数

1,000株

計 337,560,196 337,560,196 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

  平成24年４月１日～

  平成24年６月30日
－ 337,560 － 69,849 － 85,135

　

(6) 【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本碍子株式会社(E01137)

四半期報告書

 4/16



　

(7) 【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数 (株) 議決権の数 (個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 11,043,000 －
単元株式数は1,000株で
あります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 324,756,000 324,756 同上

単元未満株式 普通株式 1,761,196 － －

発行済株式総数 　 337,560,196 － －

総株主の議決権 － 324,733 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

　
②【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数 (株)

他人名義所有
株式数 (株)

所有株式数の
合計 (株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 (％)

日本碍子株式会社
名古屋市瑞穂区

須田町２番56号
11,043,000 － 11,043,000 3.27

計 － 11,043,000 － 11,043,000 3.27

　

２ 【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 47,595 46,531

受取手形及び売掛金 54,848 51,665

有価証券 68,530 70,277

たな卸資産 79,869 86,105

その他 32,379 31,653

貸倒引当金 △111 △78

流動資産合計 283,112 286,154

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 49,821 50,945

機械装置及び運搬具（純額） 46,322 51,586

その他（純額） 39,300 40,470

有形固定資産合計 135,444 143,002

無形固定資産 3,513 5,309

投資その他の資産

投資有価証券 77,862 64,892

その他 23,606 23,386

貸倒引当金 △216 △218

投資その他の資産合計 101,252 88,059

固定資産合計 240,210 236,371

資産合計 523,322 522,525

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 24,589 25,033

短期借入金 4,735 4,647

1年内返済予定の長期借入金 8,000 8,000

未払法人税等 3,835 925

ＮＡＳ電池安全対策引当金 42,334 41,015

その他の引当金 1,817 1,018

その他 27,337 25,775

流動負債合計 112,650 106,417

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 98,701 103,722

退職給付引当金 16,465 16,197

製品保証引当金 658 577

その他 10,465 9,261

固定負債合計 146,290 149,758

負債合計 258,940 256,176
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 69,849 69,849

資本剰余金 85,138 85,138

利益剰余金 158,634 163,174

自己株式 △14,412 △14,417

株主資本合計 299,209 303,743

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,479 2,057

繰延ヘッジ損益 34 26

為替換算調整勘定 △47,727 △47,819

在外子会社の退職給付債務等調整額 △2,036 △2,006

その他の包括利益累計額合計 △45,250 △47,742

新株予約権 741 741

少数株主持分 9,681 9,606

純資産合計 264,381 266,349

負債純資産合計 523,322 522,525
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 60,359 62,099

売上原価 40,191 41,319

売上総利益 20,167 20,780

販売費及び一般管理費 11,610 13,359

営業利益 8,556 7,420

営業外収益

受取利息 274 221

受取配当金 394 343

デリバティブ評価益 331 238

その他 186 147

営業外収益合計 1,188 952

営業外費用

支払利息 273 408

為替差損 346 1,387

持分法による投資損失 626 641

その他 89 232

営業外費用合計 1,334 2,669

経常利益 8,409 5,702

特別利益

固定資産売却益 2 12

特別利益合計 2 12

特別損失

固定資産処分損 20 21

特別損失合計 20 21

税金等調整前四半期純利益 8,391 5,694

法人税、住民税及び事業税 1,099 1,102

法人税等調整額 915 446

法人税等合計 2,014 1,548

少数株主損益調整前四半期純利益 6,377 4,145

少数株主利益 291 38

四半期純利益 6,085 4,107
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 6,377 4,145

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △548 △2,427

繰延ヘッジ損益 33 △8

為替換算調整勘定 4,863 △88

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 △1

在外子会社の退職給付債務等調整額 △33 29

その他の包括利益合計 4,312 △2,496

四半期包括利益 10,689 1,649

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 10,273 1,614

少数株主に係る四半期包括利益 415 34
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

　
（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

従来、在外子会社については連結決算日（３月31日）と異なる決算日の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連結上必要な調整を行っておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、NGK NORTH

AMERICA, INC.他21社は決算日を３月31日に変更し、中国とメキシコにある子会社７社については３月31日に仮決算を

行うこととしました。なお、これらの連結子会社の決算期変更等に伴う３ヶ月間の損益は、利益剰余金の増減として調整

しております。

　

【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

　
（減価償却方法の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

　
（収益認識基準の変更）

当社及び国内連結子会社では、従来、主として出荷基準により収益を認識しておりましたが、当第１四半期連結会計期

間より、契約条件等に基づき着荷日等に収益を認識する方法に変更しております。

当社グループにおいては、当社及び国内連結子会社が、主として出荷基準により収益を認識する一方、海外連結子会社

は、国際会計基準・米国会計基準に従って契約条件に基づき着荷日等に収益を認識しており、国内外で異なる基準を採

用しておりました。平成21年７月に日本公認会計士協会により、会計制度委員会研究報告第13号「我が国の収益認識に

関する研究報告（中間報告）」が公表されたことを契機として、収益認識基準について検討を行ったところ、統一した

収益認識基準を採用することが、グループの経営管理上重要であると考え、重要なリスクと経済価値の移転の確実性等

を考慮した上で、当社及び国内連結子会社の収益認識基準を、契約条件等に基づき着荷日等に認識する方法に統一する

ことがより適切であるとの判断に至り、システム対応が整った当第１四半期連結会計期間より収益認識基準を統一しま

した。

なお、前年同期間及び前連結会計年度については、当該会計方針変更を遡及適用後の四半期連結財務諸表及び連結財

務諸表となっております。

この結果、遡及適用を行う前に比べて、前第１四半期連結累計期間の売上高は252百万円増加しており、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ129百万円増加しております。また、前連結会計年度の期首の純資産に累

積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は306百万円減少しております。

ただし、工事契約については、従来どおり当四半期連結累計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

　
減価償却費 4,401百万円

　

　
減価償却費 4,760百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 3,265 10平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 3,265 10平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額
(注)

四半期連結
損益計算書
計上額

電力関連
事業

セラミックス
事業

エレクトロ
ニクス事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する売上高 14,45829,68416,21560,359 － 60,359

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

8 48 － 56 △56 －

計 14,46629,73316,21560,416 △56 60,359

セグメント利益又は損失（△）
（営業利益又は損失（△））

△1,348 7,586 2,296 8,534 21 8,556

(注)  セグメント利益の調整額21百万円は、セグメント間取引の調整であります。

　
　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額

 

四半期連結
損益計算書
計上額

電力関連

事業

セラミックス
事業

エレクトロ
ニクス事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する売上高 13,64234,85313,60362,099 － 62,099

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

7 40 － 47 △47 －

計 13,64934,89413,60362,147 △47 62,099

セグメント利益又は損失（△）
（営業利益又は損失（△））

△1,494 7,850 1,064 7,420 － 7,420

　

(注)  会計方針の変更等

（収益認識基準の変更）

  「会計方針の変更等」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社で、収益認識基準を変更しております。

  当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期については遡及適用後のセグメント情報になっております。

その結果、前第１四半期連結累計期間のセグメント売上高及び利益又は損失は、遡及適用を行う前と比較して、

「電力関連事業」で売上高が123百万円増加、セグメント損失が127百万円減少、「セラミックス事業」で売上高

が260百万円増加、セグメント利益が21百万円増加、「エレクトロニクス事業」で売上高が130百万円減少、セグ

メント利益が19百万円減少しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。
　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
   至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 18.64円 12.58円

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 6,085 4,107

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 6,085 4,107

普通株式の期中平均株式数（千株） 326,514 326,514

　 　 　

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 18.61円 12.56円

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 502 547

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

  該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月９日

日本碍子株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人 トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    髙橋  寿佳     印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山崎  裕司     印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本碍子株式会社

の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本碍子株式会社及び連結子会社の平成24年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
　

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期 報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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